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第5回サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ（以下「WG」という）では、第4回WGの議論を

踏まえ、有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の開示における論点とサステナビリティ保証制度について議論が行わ

れました。前回のWGでは、保証範囲は保証適用義務化から一定期間は温室効果ガス排出量のScope1・2のみを対象とす

る、とされていましたが、第5回WGでは、保証適用義務化から2年間は温室効果ガス排出量のScope1・2、ガバナンス及びリス

ク管理を保証範囲とする案が事務局より示されました。また、保証業務の担い手の登録要件や義務責任、保証基準等を議

論するため「サステナビリティ情報の保証に関する専門グループ」を新たに設置することが提案されました。

サステナビリティ開示基準の導入における第５回WGでの論点

⚫ サステナビリティ情報の開示における論点

・ セーフハーバーについて

・ 確認書について

⚫ サステナビリティ保証制度について

・ 保証の範囲について

・ 保証の担い手について

・ サステナビリティ情報に対する保証制度の方向性

サステナビリティ情報の開示における論点

◼ セーフハーバーに関する検討の方向性

第4回WGでは、温室効果ガス排出量のScope3に関する定量情報について、企業の積極的なサステナビリティ情報の開示を

促すため、セーフハーバーの対象に追加する案が事務局より示され、概ね委員の賛同を得ました。

第5回WGでも、基本的には第4回WGで提案した開示ガイドラインによる対応を行うことを前提に、適用対象や適用要件につ

いて、法律改正の要否も含め、引き続き検討していく方向性が事務局より示されました。

委員からは、事務局の提案した方向性に賛同する意見が多く示されましたが、開示ガイドラインでの対応にとどめずに法改正

によりセーフハーバーを明確にするのが望ましい、という意見や、米国SEC規則案の水準まで適用要件等を緩和すべきという意

見が示されました。

参考：第4回WGでの事務局提案

⚫ 温室効果ガス排出量のScope3に関する定量情報が事後的に誤りであることが発覚したとしても、以下を両方満たす場

合には虚偽記載等の責任を負わないことを、開示ガイドラインを改正し解釈を明確化する案が事務局より示されました。

・ 統制の及ばない第三者から取得した情報を利用することの適切性（含：情報の入手経路の適切性）や、見積り

の合理性について会社内部で適切な検討が行われたことが説明されている場合

・ その開示の内容が一般に合理的と考えられる範囲のものである場合
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◼ 確認書に関する検討の方向性

第4回WGでは、経営者の有価証券報告書の作成責任の明確化の観点から、金融商品取引法上の確認書の記載事項の

追加が事務局から提案されました。これに対し、委員からはさまざまな意見が示されました。

第5回WGでは、前回の議論を踏まえて、確認書による確認の範囲は、有価証券報告書の記載内容全体に及んでいるもの

の、記載事項が限定的であることから、有価証券報告書に「将来情報の入手経路」、「見積り等の適切性を検討し、評価す

るための社内手続」を記載することが事務局から提案されました。さらに、情報開示に対する代表者等の責任の範囲の明確

化を図るため、上記の社内手続（例えば、開示手続を整備していることや開示手続の実効性を確認したこと等）の代表者

の役割と責任に関する事項を、確認書の記載事項とすることが事務局から提案されました。

また、事務局より、2023年4月7日に企業会計審議会 内部統制部会から公表された「財務報告に係る内部統制の評価

及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」において

も、「会社代表者による有価証券報告書の記載内容の適正性に関する確認書において、内部統制に関する記載の充実を

図ることを検討すべきではないか。」との問題提起が行われており、これにもつながってくるとの考えが示されました。

委員からは、経営者の情報開示に対する責任を明確化する観点から、確認書への記載は重要であり事務局提案に賛同す

る、という意見や、サステナビリティ情報は財務情報と異なる性質の情報を多く含むため、将来情報の入手経路や見積り等

の適切性を検討し評価するための社内手続やその体制構築について有価証券報告書や確認書で開示することで、信頼性

の高い情報開示が進むなどの意見が複数示されました。一方で、現状、確認書は有価証券報告書の記載内容全体に及ん

でいることから、個別の記載事項の追加は不要とする意見や、確認書への記載が形式的になること懸念する意見なども複数

示されました。

サステナビリティ保証制度について

■保証の範囲について

第4回WGでは、保証の範囲について、保証義務化から一定期間は温室効果ガス排出量のScope1・2のみを対象とし、保

証水準も当初は限定的保証とする案が事務局から示されました。委員からは、段階的な拡大はやむをえないとしても、 諸

外国の制度と見劣りしない制度にすべき、といった意見や、一定期間とはいえScope1・2のみは範囲として狭く、ガバナンスや

リスク管理なども保証の対象とすべき、という意見、Scope3こそ保証が必要であるため、保証範囲は全てとすべき、といった意

見などが示されました。

第5回WGでは、前回の議論を踏まえて、時価総額3兆円以上、1兆円以上、5,000憶円以上のそれぞれについて、保証義

務化から2年間は保証範囲をScope1・2とガバナンス及びリスク管理とし、3年目以降は、国際動向等を踏まえて継続して検

討する案（図表1 「サステナビリティ制度のロードマップ」参照）が事務局より示されました。

委員からは、事務局案に賛同する意見が複数示されました。また、制度導入から一定期間を2年としたこと、保証の範囲を

Scope1・2からガバナンス、リスク管理に広げた点については、賛同する意見が複数示されましたが、3年目以降については、

SSBJ基準全体に対し原則として保証すべきである、という意見や、国際動向の収れんも不明な状況であり、作成者、保証

業務提供者の予見可能性を高めるうえでは、早期に保証範囲の検討を進める必要がある、などの意見も示されました。

■保証の担い手について

第4回WGでは、保証業務の実施者を公認会計士以外も含む制度（Profession-agnostic）にするか否かについて、委員

の意見が分かれました。

第5回WGでは、これを踏まえて、保証の担い手等について事務局より以下の方向性が示されました。

保証の担い手

⚫ サステナビリティ保証業務を公正かつ的確に遂行するに足りる体制が整備されていることを条件に、監査法人に限定され

ないprofession-agnostic制度とする

⚫ 保証業務実施者の保証の質を確保するための登録制度を導入（制度の円滑な導入のための仕組みも含む）する

⚫ 保証の質を確保するため、監査法人であるか、その他の保証業務提供者であるかにかかわらず、義務・責任、倫理・独

立性など、制度上同等なものとする
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保証基準

⚫ 質の高いサステナビリティ保証業務が提供されるための環境を整備するため、国際的な保証基準を参考にしつつ、我が国

において保証基準を作成する

検査監督、自主規制機関

⚫ 監査法人であるか、その他の保証業務提供者であるかにかかわらず、検査監督、自主規制は同じものとする

委員からは、上記事務局案に賛同する意見が複数示されました。なお、委員から保証業務の詳細（法定開示として財務

諸表とのコネクティビティを踏まえ信頼性をどう担保すべきか、保証報告書の記載をどうするか、保証基準や倫理基準をどうす

るか等）についてさまざまな意見が示されました。また、すでにprofession-agnosticの枠組みで国内法制化が完了しているフ

ランスの制度を参考にしてはどうか、という意見もありました。これらについては、「サステナビリティ情報の保証に関する専門グ

ループ」を新たに設置して（詳細は下記「サステナビリティ情報に対する保証制度の方向性」をご参照ください）引き続き議論

がされる予定です。

図表1 サステナビリティ保証制度のロードマップ

■ 保証業務実施者は、新たな登録制度の下で登録を受けた監査法人又はその他の保証業務提供者を想定

     また、保証業務実施者が必要に応じて、外部専門家を活用することも考えられる

■ 保証水準は限定的保証とし、今後、実務の状況や海外の動向等を踏まえ、合理的保証への移行の可否について検討

■ 保証範囲は保証義務化から2年間はScope1・2、ガバナンス及びリスク管理とし、3年目以降は国際動向等を踏まえ継

続して検討

スタンダード・グロース市場上場企業、非上場有価証券報告書提出会社については、任意適用の促進により、開示を底上げ

義務化された保証範囲に限定されない任意の保証に係る制度上の位置付けについては、国際動向等を踏まえて検討

（注） 時価総額に応じた適用社数とカバレッジ（Bloomberg及びJPX公表統計の2024年３月29日時点の情報から作成）

出所：金融庁ウェブサイト 第５回WG 事務局説明資料（2024年12月2日）をもとにトーマツ作成
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■サステナビリティ情報に対する保証制度の方向性

第5回WGでは、有価証券報告書におけるサステナビリティ保証制度の今後の方向性の前提として、質の高い保証業務の提

供が必要であり、そのためには当面の間、以下のような環境整備が必要との考えが事務局より示されました。

図表2 質の高い保証業務が提供されるために必要な環境整備（イメージ）

出所：金融庁ウェブサイト 第５回WG 事務局説明資料（2024年12月2日）をもとにトーマツ作成

環境整備にあたって、将来の法改正の検討が必要な事項など具体的な事項については、「サステナビリティ情報の保証に関

する専門グループ（以下「保証に関する専門G」という）」を新たに設置して、議論することが事務局より提案され、委員からも

賛同を得ました。

事務局より、今後の進め方として、サステナビリティ保証の範囲・水準等や、保証業務の担い手など、大きな方向性に係る事

項は本WGで検討し、それ以外は保証に関する専門Gで検討する方向性が示されました（図表3 今後の進め方参照）。

図表３ 今後の進め方
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「サステナビリティ情報の保証に関する専門グループ」を設置して更に議論
（図表3 今後の検討の進め方」参照）

出所：金融庁ウェブサイト 第５回WG 事務局説明資料（2024年12月2日）をもとにトーマツ作成
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